
（介護予防）認知症対応型通所介護　　変更届出チェックリスト　　　　　　（R７年３月現在様式）
	
	提出書類
	チェック項目

	共通事項
	□　変更届出書　
様式第二号（四）
	□　提出年月日は記載されているか
□　届出書は法人名で記入されているか
□　代表者名の記載はあるか　※申請者の押印は不要
□　介護保険事業所番号、名称、所在地、サービス種類は正しく記載されているか
□　変更項目の番号に○は付けられているか
□　変更の内容に、変更前後の内容が正しく記載されているか
□　変更年月日は記載されているか

	変更項目
	添付書類
	チェック項目

	１　事業所（施設）の名称
	□　付表
□　運営規程
	□　運営規程の事業所名は変更されているか
□　登記等は変更の必要はないか
　（事業所名を登記している場合は変更が必要）

	２　事業所（施設）の所在地

※移転は要事前相談
	□　付表
□　運営規程
□　事業所の平面図（標準様式３）
□　設備備品等一覧表（標準様式４）
	□　運営規程の事業所の所在地は変更されているか
□　平面図に各室の用途、面積が記載されているか
□　事業所の設備等に関する一覧表が適切に記載されているか、平面図と整合しているか
□　登記等は変更の必要はないか
　（事業所所在地を登記している場合は変更が必要）
□　住居表示変更の場合は、添付書類は運営規程のみ

	３　申請者の名称★
	□　法人登記簿謄本
	□　登記簿謄本は適切に変更されているか
□　合併による変更ではないか
※合併による場合は「廃止」と「新規」の申請です。

	４　主たる事務所（法人）の所在地★
	□　法人登記簿謄本
	□　登記簿謄本は適切に変更されているか

	５　法人等の種類
	□　法人登記簿謄本
	□　登記簿謄本は適切に変更されているか

	６　代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名★
	□　法人登記簿謄本
□　誓約書（標準様式６）
	□　登記簿謄本は適切に変更されているか
※住所のみ変更の場合は、誓約書は提出不要。
※誓約書の申請者の押印は不要。

	７　登記事項証明書・条例等（当該事業に関するものに限る）
	□　法人登記簿謄本

	□　登記簿謄本は適切に変更されているか

	８　事業所（施設）の建物の構造、専用区画等
※要事前相談
	□　事業所の平面図（標準様式３）
□　設備備品等一覧表（標準様式４）
	□　平面図に各室の用途、面積が記載されているか
□　事業所の設備等に関する一覧表が適切に記載されているか、平面図と整合しているか

	９　事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴
※研修未修了者を
届け出る場合は
要事前相談
	□　付表
　（管理者のみ記入）
□　管理者の経歴 （標準様式２）
□　研修修了証の写し
	□　管理者が兼務を行っている場合、付表に兼務の状況を漏れなく記載しているか
□　管理者は常勤か
□　認知症対応型サービス事業管理者研修及び認知症介護実
践研修（実践者研修）を修了しているか
※研修未修了の場合、「研修修了確約書（様式自由）」に、研修
未修了者を配置しなければならない理由を明記して提出。

	10　運営規程
※利用定員変更の場合は要事前相談
	□　運営規程（変更後のもの）
※変更箇所をラインマーカー等でマーキングする。
	□　運営規程は適切に変更されているか
※従業者数の変更・介護報酬の改定に伴う料金の変更による運営規程の変更は届出不要

	
	定員増の場合は下記も提出
□　付表
□　平面図
	□　平面図に各室の用途、面積が記載されているか



★の項目に変更があった場合は、「業務管理体制に係る変更届」（通常の変更届とは別）が必要です。

※下記項目は変更届出書の提出は不要です。
注）下記書類を提出してください。
	地域密着型介護サービス費の請求に関する事項
	[bookmark: _GoBack]□　介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
□　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
□　別紙「加算届添付書類チェック表」
□　別紙「加算届添付書類チェック表」記載の必要添付書類
	· 事業所番号・事業所名・サービスの種類を記載しているか
· 加算算定日を記載しているか
· 変更した加算項目が分かるように（マーカー等）なっているか
· 「加算届添付書類チェック表」を添付しているか
· 「加算届添付書類チェック表」記載の書類を添付しているか



